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証券コード　3040

平成29年３月９日

株 主 各 位
東京都新宿区新宿二丁目４番３号

株式会社ソリトンシステムズ
代表取締役社長 鎌 田 信 夫

第39回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社第39回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年３月23日（木曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年３月24日（金曜日）午前10時30分

２．場 所 東京都新宿区新宿四丁目１番６号

ＪＲ新宿ミライナタワー11階

ソリトンシステムズ　ミライナタワーオフィス内ホール

（会場が昨年までと異なっておりますので、末尾の「株主総

会会場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申し上げ

ます。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第39期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第39期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）計

算書類報告の件

決 議 事 項

議案 取締役８名選任の件

　なお、株主総会参考書類ならびに招集通知に添付すべき事業報告、連結計算書類、
計算書類及び監査報告は、２頁から31頁までに記載のとおりです。ただし、「連結注
記表」及び「個別注記表」に表示すべき事項に係る情報につきましては、法令及び定
款第14条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.soliton.co.jp）に掲載し、ご提供いたしております。

　以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.soliton.co.jp）に
掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

 (注) 前連結会計年度に決算日を３月31日から12月31日に変更しており、当連

結会計年度は対象期間が異なることから対前連結会計年度増減率については

記載しておりません。（前連結会計年度は４月1日から12月31日となっており

ます。）なお、当連結会計年度より「ITセキュリティ＆クラウド事業」につい

て「ITセキュリティ事業」に名称を変更いたしました。セグメント名称変更に

よるセグメント情報に与える影響はありません。

①　事業の経過及びその成果

当連結会計年度について、国内は、政府の継続的な経済政策の実施等に

より、企業収益や雇用環境の改善が続き、緩やかな回復基調で推移しまし

た。海外は、中国やアジア新興国の経済が低迷する中、欧米の経済は堅調

に推移しましたが、年後半になり、英国のEU離脱問題や米国の政策に関す

る不可実性等が生じ、先行きは不透明な状況にあります。

当社の属するIT業界では、官公庁、製造業をはじめとする企業とも需要

は堅調に推移する一方、IoTや人工知能（AI）等の技術の活用もはじまり、

新たな局面を迎えております。当社の主力事業であるITセキュリティ分野

は、サイバー攻撃がますます巧妙かつ複雑化し、国家、企業にとって重大

な経営リスクとして認知され、投資が拡大傾向にあります。

このような環境下、当社グループの業績について、売上高は15,998百万

円、営業利益は1,259百万円、経常利益は1,188百万円となりました。なお、

映像コミュニケーション事業について開発投資の先行により減損損失を75

百万円、また、欧州地区の100％子会社であるSoliton Systems 

Development Center Europe A/S（平成28年11月にExcitor A/Sより社名変

更）とSoliton Systems Europe N.V.の間で営業部門の整理と統合により事

業構造改善費用を33百万円、特別損失に計上したことから、親会社株主に

帰属する当期純利益は664百万円となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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セグメント別の業績は、次のとおりです。

［ITセキュリティ事業］

売上高は15,043百万円、セグメント利益は2,033百万円となりました。

官民ともにセキュリティへの需要が高まる中、自社製品の販売とサービ

スの提供が堅調に拡大しました。なかでも自治体システム強靭化に対応す

るPCログイン認証製品やセキュアなファイル受け渡しを実現する製品やサ

ービス等の売上が伸長いたしました。かねて開発を進めてきたサイバー・

セキュリティ対策の新型製品「InfoTrace Mark Ⅱfor Cyber」の販売を開

始しました。当該製品は、新種マルウェアを検知する機能、外部への通信

制御やマルウェアを停止させる機能等、サイバー攻撃に対する予防/検

知/記録・分析といった一連の対策を実現する初の国産製品になります。働

き方改革の機運が高まる中、テレワークや在宅勤務をセキュアに実現する

スマートデバイス向け次期セキュリティ・プラットフォームの開発も鋭意

進めました。この製品は次期より販売を開始する予定です。

［映像コミュニケーション事業］

売上高は640百万円、セグメント損失は177百万円となりました。

公衆モバイル回線で、高品質な映像をリアルタイムに送信する「Smart-

telecaster ZAO」の販売活動に注力し、同時に新製品の量産準備に取り組

みました。国内では放送局のほか、警察・消防の自治体の災害現場及び救

急医療、インフラ企業の保守・メンテナンス、工事現場の進捗確認等に用

途が拡大しています。海外では欧州、中国、中東、南米等へ販売が着実に

拡大しております。リオオリンピックでは国内外の放送局で「Smart-

telecaster ZAO」による中継が行われました。

なお、量産段階にある新製品は、ポータビリティを追求し、世界 小・

軽量の公衆モバイル回線でのリアルタイム映像伝送システム「Smart-

telecaster ZAO-S」です。機能面での多くのチューニングを加え、次期第

1四半期に販売を開始いたします。

［エコ・デバイス事業］

売上高は315百万円、セグメント損失は75百万円となりました。

大量画像データの処理技術等をベースに自動車関連のシステム開発に取

り組み、また、社内の他事業グループのためのＨ.265方式の画像圧縮技術

の改良や低消費電力化、オリジナルの改良型微小信号のセンサー、さらに

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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IoTのためのデバイス開発まで、要素技術開発を支援する活躍が多くありま

す。

②　設備投資等の状況

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の総

額は460百万円で、その主なものは、ＯＡ機器・業務用ソフトウェアの購

入、販売用ソフトウェアの取得等であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度は、増資、社債発行による資金調達はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 36 期

(平成26年３月期)
第 37 期

(平成27年３月期)
第 38 期

(平成27年12月期)

第 39 期
(当連結会計年度)
(平成28年12月期)

売 上 高(百万円) 11,161 12,439 10,278 15,998

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損 失 ( △ )

(百万円) 877 633 △301 664

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失 ( △ )

(円) 88.90 67.30 △31.99 69.57

総 資 産(百万円) 9,044 10,626 10,437 12,825

純 資 産(百万円) 4,943 5,161 4,650 5,586

１株当たり純資産額 (円) 498.89 545.33 491.17 572.12

（注）第38期（平成27年12月期）は、決算期変更により、平成27年４月１日から平成27年12月

31日までの９ヵ月間となっております。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

索 利 通 網 絡 系 統
（上海）有限公司

2,000千米ドル
（222百万円）

100.0％
・通信情報機器・ソフトウェアの
販売

・ソフトウェアの受託開発

Soliton Systems 
Development Center 
E u r o p e  A / S

17,979千DKK
（353百万円）

100.0％
・スマートデバイスの業務利用の
ためのセキュア・プラットフォ
ームの開発・販売

（注）１.当社の連結子会社は、上記の重要な子会社２社を含めて、計10社であり、持分法適用関

　 連会社は１社であります。

　　　２.当連結会計年度において、Excitor A/SについてSoliton Systems Development Center 

　　 Europe A/Sに社名変更いたしました。

(4) 対処すべき課題

開発メーカーとしての企画力、要素基礎研究の強化

業界障壁が限りなく低くなります。広範な基礎知識が一段と必要になりま

す。と同時にニーズに合った製品を企画し、製品化し、そして戦略的な販

売活動・・・これら、メーカーとしてのグローバルな人材、組織・体制が

必要。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

当社グループは、当社（株式会社ソリトンシステムズ）、その他の関係会

社１社、連結子会社10社及び関連会社１社（うち持分法適用１社）により構

成されております。

　当社グループのセグメント別の営業種目及び当社と関係会社の位置付けは

次の通りです。

セグメントの名称 主な営業種目 会社名

ＩＴセキュリティ

・情報漏洩対策、ログオン認証、アクセ

ス制御、スパムメール対策、サイバー

セキュリティ対策などの製品の開発・

販売

・スマートデバイスの業務利用のための

セキュリティ対策の構築・販売

・企業向けクラウドサービス

・企業向けネットワークインテグレーシ

ョン

・VoD(ビデオ・オン・ディマンド）シス

テムの構築・運用

当社

索利通網絡系統（上海）

有限公司

Soliton Systems 

Singapore Pte.LTD.

Soliton Systems, Inc.

Soliton Cyber & 

Analytics, Inc.

Soliton Systems 

Development Center 

Europe A/S

Giritech A/S

㈱オレガ

㈱データコア

映像コミュニケーション

・モバイル回線による高品質のリアルタ

イム画像伝送システム「Smart-

telecaster」の開発・販売

当社

Soliton Systems 

Europe N.V.

エコ・デバイス

・アナログ・デジタル混合半導体デバイ

スの開発・販売

・組み込み特殊処理エンジンの開発・販

売

当社

Y Explorations, Inc.

㈱シンセシス

 （注） １．その他の関係会社の㈲Zen-Noboksは、当社株式の44％を所有している資産管理会社

でありますが、当社の事業との取引関係がないため、表から除外しております。

２．当連結会計年度において、㈱Ji2の100％子会社Ji2,Inc.について、株式譲渡により

当社の100％子会社にし、社名をSoliton Cyber & Analytics, Inc.に変更いたしま

した。また、㈱Ji2を簡易合併いたしました。

－ 6 －

主要な事業内容、主要な事業所



2017/02/23 10:44:17 / 16250788_株式会社ソリトンシステムズ_招集通知

３．当連結会計年度において、Excitor A/SについてSoliton Systems Development 

Center Europe A/Sに社名変更いたしました。

４．当連結会計年度において、簡易株式交換により㈱オレガを連結子会社といたしまし

た。

(6) 主要な事業所（平成28年12月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東京都新宿区 名 古 屋 営 業 所 名古屋市中区

開 発 分 室 東京都新宿区 福 岡 営 業 所 福岡市博多区

物 流 倉 庫 東京都江東区 東 北 営 業 所 仙台市青葉区

大 阪 営 業 所 大阪府吹田市 長 野 開 発 分 室 長野県長野市

札 幌 営 業 所 札幌市中央区 山形総合開発センター 山形県山形市

②　子会社

名 称 所 在 地

索利通網絡系統（上海）有限公司 中華人民共和国　上海

Soliton Systems Development 
C e n t e r  E u r o p e  A / S

デンマーク　コペンハーゲン

－ 7 －

主要な事業内容、主要な事業所
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(7) 使用人の状況（平成28年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

Ｉ Ｔ セ キ ュ リ テ ィ 457（121）名 20名増（ -) 名増

映像コミュニケーション 32（　5）名 4 名増（ 1) 名増

エ コ ・ デ バ イ ス 25（ 28）名 - 名増（ -) 名増

本 社 ・ 共 通 66（ 20）名 5 名増（ 2) 名増

合         計 580（174）名 29 名増（ 3) 名増

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数記載

しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

493(142）名 35名増(1名増） 39.6歳 10.0年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 350百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 28百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 39,000,000株

（注）平成29年２月22日開催の取締役会決議により、平成29年４月３日付で株式分

割（１株を２株に分割）に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は

39,000,000株増加し、78,000,000株となります。

②　発行済株式の総数 9,869,444株

（注）平成29年４月３日付の株式分割（１株を２株に分割）により、発行済み株式の

総数は9,869,444株増加し、19,738,888株となります。

③　株主数 1,543名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 Ｚ ｅ ｎ － Ｎ ｏ ｂ ｏ ｋ ｓ 42,862百株 44.0％

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
L U X E M B O U R G / J A S D E C / F I M /
L U X E M B O U R G  F U N D S / U C I T S  A S S E T S

4,760百株 4.9％

ソ リ ト ン シ ス テ ム ズ 従 業 員 持 株 会 4,201百株 4.3％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,217百株 3.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,983百株 3.1％

鎌 田 信 夫 2,900百株 3.0％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,400百株 2.5％

G R O T H  I N V E S T M E N T S  L L C 1,900百株 2.0％

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,354百株 1.4％

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 0 5 0

980百株 1.0％

（注）持株比率は自己株式138,227株を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　　該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 鎌 田 信 夫

有限会社Zen-Noboks取締役
索利通網絡系統（上海）有限公司　董事長
Soliton Systems Development Center 
Europe A/S　取締役

取 締 役 副 社 長 遊 佐 　 洋
副社長
管理担当

取 締 役 加 藤 光 治 北川工業株式会社　社外取締役

取 締 役 土 屋 清 美
株式会社Ｓｏｕｎｄ－Ｆ　代表取締役社長
STOCK POINT株式会社　代表取締役社長

取 締 役 鶴 保 征 城

一般社団法人日本ビジネスプロセス・マネジ
メント協会　副会長
独立行政法人情報処理推進機構　顧問
学校法人・専門学校ＨＡＬ東京校長
一般社団法人組み込みイノベーション協議会
　理事長

取 締 役 中 村 　 修

慶應義塾大学環境情報学部　教授
株式会社ナノオプト・メディア　社外取締役
株式会社インターネット総合研究所　社外取
締役

常 勤 監 査 役 近 藤 洋 子

監 査 役 佐 藤 英 明 株式会社イセトー　顧問

監 査 役 佐 藤 泰 雄

（注）１．取締役加藤光治氏、土屋清美氏、鶴保征城氏及び中村修氏は、社外取締役であります。

　　　２．監査役佐藤英明氏及び佐藤泰雄氏は、社外監査役であります。

　　　３．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び各監査役いずれも会社法

第425条第１項に定める額としております。

４．当社は、取締役加藤光治氏、取締役鶴保征城氏、取締役中村修氏、監査役佐藤英明氏

及び監査役佐藤泰雄氏について、東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしてお

りますので、独立役員として同取引所に届け出ております。

５．取締役土屋清美氏は、独立役員として届け出ておりましたが、当社は同氏が代表取締

役社長を務めるSTOCK POINT株式会社へ出資いたしましたので、平成29年2月17日付で

指定解除いたしました。

－ 10 －

会社役員の状況



2017/02/23 10:44:17 / 16250788_株式会社ソリトンシステムズ_招集通知

②　事業年度中に退任した監査役

氏　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び重要な兼職の

状況

中村　修 平成28年３月25日 辞任

社外監査役
慶應義塾大学環境情報学部　教授
株式会社ナノオプト・メディア　　
社外取締役
株式会社インターネット総合研究所
社外取締役

高徳信男 平成28年３月25日 任期満了
社外監査役
高徳公認会計士事務所 所長

－ 11 －
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③　取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

6名
（4）

64百万円
（10）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

5
（4）

12
（4）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

11
（8）

76
（15）

（注）１．上記監査役には、平成28年３月25日付で社外監査役から社外取締役に就任した中村

修氏の社外監査役における報酬、ならびに、平成28年３月25日付で社外監査役から

補欠監査役に選任された高徳信男氏の社外監査役における報酬を含んでおります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。

３．当事業年度末現在の取締役は６名（うち社外取締役は４名）、監査役は３名（うち

社外監査役は２名）であります。

４．取締役の報酬限度額は、平成19年６月21日開催の第29回定時株主総会において、ス

トックオプションによる報酬額を含め年額500百万円以内（但し、使用人分給与は含

まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成19年６月21日開催の第29回定時株主総会において、ス

トックオプションによる報酬額を含め年額100百万円以内と決議いただいておりま

す。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

該当事項はありません。

ハ．社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額

該当事項はありません。

－ 12 －
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④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 先 取 引 関 係

取 締 役 加 藤 光 治
北川工業株式会社
社外取締役

重要な取引関係はあ
りません

取 締 役 土 屋 清 美

株式会社Sound-F
代表取締役社長
STOCK POINT株式会社
代表取締役社長

当社はSTOCK POINT
株式会社へ出資して
おりますが、重要な
取引関係はありませ
ん

取 締 役 鶴 保 征 城

一般社団法人日本ビジネスプ
ロセス・マネジメント協会
副会長
独立行政法人情報処理推進機
構　顧問
学校法人・専門学校ＨＡＬ東
京校長
一般社団法人組み込みイノベ
ーション協議会
理事長

重要な取引関係はあ
りません

取 締 役 中 村 　 修

慶應義塾大学環境情報学部
教授
株式会社ナノオプト・メディ
ア
社外取締役
株式会社インターネット総合
研究所
社外取締役

重要な取引関係はあ
りません

監 査 役 佐 藤 英 明
株式会社イセトー
顧問

重要な取引関係はあ
りません

監 査 役 佐 藤 泰 雄 － －

－ 13 －
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ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役 加 藤 光 治 当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回全

てに出席いたしました。会社役員を経験され、企業

の経営戦略に精通しており、その豊富な経験から、

取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

取締役 土 屋 清 美 当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に

出席いたしました。会社経営を経験され、企業の経

営戦略に精通しており、その豊富な経験から、取締

役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正

性を確保するための助言・提言を行っております。

取締役 鶴 保 征 城 平成28年3月25日就任以降に開催された取締役会11

回のうち11回全てに出席いたしました。会社役員を

経験され、企業の経営戦略に精通しており、その豊

富な経験から、取締役会において、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言

を行っております。

取締役 中 村 　 修 当事業年度に開催された取締役会13回うち12回に出

席いたしました。また、取締役就任前に監査役とし

て、監査役会2回のうち2回全てに出席いたしまし

た。当業界に精通しており、その豊富な経験から、

取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。また、監査役会において、取締役会の議案の事

前審議や会計監査人の報告を受けるほか、内部監査

の実施状況を把握し、必要な助言を行っておりま

す。
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活 動 状 況

監査役 佐 藤 英 明 平成28年3月25日就任以降に開催された取締役会11

回のうち10回、監査役会11回のうち10回に出席いた

しました。会社役員を経験され、企業の経営戦略に

精通しており、その豊富な経験から、取締役会にお

いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。また、監

査役会において、取締役会の議案の事前審議や会計

監査人の報告を受けるほか、内部監査の実施状況を

把握し、必要な助言を行っております。

監査役 佐 藤 泰 雄 平成28年3月25日就任以降に開催された取締役会11

回のうち11回全てに、監査役会11回のうち11回全て

に出席いたしました。銀行審査部門、会社役員を経

験され、企業審査、経営戦略に精通しており、その

豊富な経験から、取締役会において、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提

言を行っております。また、監査役会において、取

締役会の議案の事前審議や会計監査人の報告を受け

るほか、内部監査の実施状況を把握し、必要な助言

を行っております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

23百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその解任

の理由を報告いたします。

④　会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及

び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかどうかについて検証したう

えで、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ないま

した。

⑤　当社の重要な子会社である索利通網絡系統（上海）有限公司及びSoliton 

Systems Development Center Europe A/Sは、当社の会計監査人以外の公認

会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有す

る者を含む。）の監査（会社法及び金融商品取引法（これらの法律に相当

する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る｡）を受けております。

－ 16 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下の通りであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

・コンプライアンス体制の基礎として、経営理念、行動規範を定め、当社

のみならずグループの社員等にこれを周知徹底すべくホームページに公

表するとともに、取締役及び執行役員は法令及び倫理規範の遵守を率先

垂範する。

・コンプライアンスやリスクマネジメント体制の整備を含むCSR活動を推

進するため、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置すると

ともに、社外取締役制度を採用し、意思決定のプロセスを含む経営全般

の透明性を高める。

・内部監査部門として内部監査室を設置し、当社全部門及びグループの業

務プロセス及び業務全般の適正性等について内部監査を行う。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る文書については文書管理及び保存に関する規

程に基づき、書面または電磁的媒体等その記録媒体に応じて適切に保

存・管理し必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

③　リスク管理体制の整備の状況

　事業構成や事業運営に関わる事業リスク、為替変動やカントリーリス

クなど外部要因に基づくリスク、新技術開発・知的財産など技術競争力

に関するリスク等は取締役会、経営会議において常時管理し、必要な都

度対策する。また製品の品質・欠陥や環境・災害・安全に関するリスク、

情報セキュリティや反社会的勢力への対応、独占禁止法・輸出管理法・

下請法などコンプライアンスに関するリスクなどについてはコンプライ

アンス委員会及び内部監査室において重要リスクの洗い出しを行い、対

策を講じる。万一不測の事態が発生した場合は、迅速に社長のもとに対

策委員会を設置し損害を 小限に止め事業継続体制を整える。

－ 17 －
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社の重要事項は毎月の取締役会で討議・決定し、必要に応じ臨時取

締役会を開催し、討議・決定する。また、業務執行 高責任者である代

表取締役社長に対して適切な助言を行うことを目的に、執行役員及び各

部門の責任者から構成される経営会議を毎月１回開催し、業務執行事項

についての方向性や方針の確認を行う。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する体制

イ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に

関する体制

・当社が定める関係会社管理規程及び当社と子会社との間で個別に締結

される管理契約等において、子会社の経営業績、財務状況その他の重

要な情報について、当社への定期的な報告を義務付ける。

・定期的または必要に応じて、当社及び子会社の取締役が出席する役員

会を開催し、子会社において重要な事項が発生した場合には、子会社

に対し当社へ報告することを義務付ける。

ロ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・グループ全体のリスク管理について定めるコンプライアンス規程にお

いてリスクごとの責任部署を定め、グループ全体のリスクを網羅的・

統括的に管理する。

・グループのコンプライアンス委員会において、グループ全体のリスク

マネジメント推進に関わる課題・対策を審議する。

・不測の事態や危機の発生時にグループの事業継続を図るための計画を

策定し、当社及び子会社の役員及び社員等に周知徹底する。

ハ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

・３事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経

営計画を具体化するため、毎事業年度ごとのグループ全体の重点経営

目標及び予算配分等を定める。

・グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他

の組織に関する基準を定め、これに準拠した体制を構築する。

ニ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

・コンプライアンス規程を作成し、当社グループの全ての役員及び社員

等に周知徹底する。
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・グループにおいては、各子会社に、規模や業態に応じて、適正数の監

査役やコンプライアンス推進担当者を配置する。

・グループの役員及び社員等に対し、年１回、法令順守に関する研修を

行い、コンプライアンス意識の醸成を図る。

・内部監査室は、内部監査規程、関係会社管理規程に基づき、子会社に

対する年１回以上の内部監査を実施する。

・グループの役員及び社員等が直接通報を行うことができるコンプライ

アンス・ホットラインを当社内に整備する。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

　監査役の職務を補助すべき社員等は、監査役の指揮命令に従わなけれ

ばならない。ただし、その社員等が他の部署を兼務している場合につい

ては、監査実施中は、監査役の指揮命令に従わなければならない。

⑦　子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受け

た者が当該監査役設置会社の監査役に報告するための体制

・グループの役員及び社員等は、当社監査役から業務執行に関する事項

について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

・グループの役員及び社員等は、法令等の違反行為等、当社または子会

社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実について、これを発見次第、

ただちに当社監査役に報告する。

・内部監査室等は、定期的に当社監査役に対する報告会を実施し、グル

ープにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報

告する。

・グループの内部通報制度の担当部署は、グループの役員及び社員等か

らの内部通報状況について、定期的に当社監査役に報告する。

⑧　監査役へ報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

・グループの監査役への報告を行った当社グループの役員及び社員等に

対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を当社の役員及び社員等に周知する。

－ 19 －
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⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に

関する事項

・監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一

定の予算を設ける。

・監査役が通常の監査によって生ずる費用を請求した場合には速やかに

処理する。

⑩　反社会勢力排除に向けた基本的な考え方・整備状況

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力や団体に対し、

社会常識と正義感を持ち、毅然とした対応で臨み、一切の関係を持たな

いことを基本的な方針としております。反社会勢力に対する統括部門を

定め、必要に応じて警察や顧問弁護士、その他外部の専門機関と連携し、

反社会勢力と対応する体制をとっております。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社では、上記に記載した内部統制システムを整備しておりますが、その基

本方針に基づき以下の取り組みを行っております。

①　内部統制システム基本方針の改定内容の周知

　当社は、平成27年4月24日の当社取締役会の決議により内部統制システ

ム基本方針の内容を一部改定いたしました。

当該変更の後にその趣旨、内容などにつきまして当社及び当社グループ

各社へ説明を行い、当社グループ全体へ周知を図り対応を指示しました。

　また、平成28年12月21日の当社取締役会の決議により、コーポレート

ガバナンス報告書の改定を行い、開示を行いました。

②　コンプライアンス

　当社は、当社及び国内子会社において、当社社長を委員長とする「コ

ンプライアンス委員会」を設置しております。社員に対してコンプライ

アンス教育を実施し、コンプライアンスに関する意識・行動、コンプラ

イアンス違反リスクの予防体制、内部通報制度の運用などの周知徹底を

図っております。

－ 20 －
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　また、社内にコンプライアンスホットラインを設置し、その通報先は、

外部弁護士事務所および常勤監査役に設定しております。コンプライア

ンスの報告、内部通報報告、利益相反に関する報告は、取締役会で行わ

れております。

③　リスク管理体制

　当社は、当社及び国内子会社が被る損失または不利益を 小限とする

ためにコンプライアンス委員会及び内部監査室において重要リスクの洗

い出しを行い対策を講じることとしております。万一不測の事態が生じ

た場合には、迅速に社長のもとに対策委員会を設置し、損害を 小限に

止める事業継続体制を整えることとしております。

④　監査役の監査体制

　当社の監査役は、月1回以上、監査役会を定時ないし臨時に開催して情

報交換を行うとともに、適宜グループの役員及び社員に対し業務執行に

かかる事項について報告を求め、また、稟議等を常時閲覧することによ

り、監査の実効性の向上を図っております。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、利益分配につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のた

めに必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくこ

とを基本方針としております。

当事業年度の期末配当金につきましては、平成29年２月14日開催の取締役

会において、１株につき7.5円と決議させていただきました。なお、配当金の

支払開始日は、平成29年３月27日といたしております。

－ 21 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,115

4,234

3,076

272

14

1,286

87

108

751

250

87

△55

2,710

786

378

6

205

189

5

969

196

235

522

14

954

260

493

170

155

△124

流 動 負 債 6,566

支払手形及び買掛金 1,450

短 期 借 入 金 116

リ ー ス 債 務 9

未 払 金 615

未 払 法 人 税 等 520

前 受 収 益 2,991

賞 与 引 当 金 452

そ の 他 410

固 定 負 債 672

長 期 借 入 金 271

リ ー ス 債 務 15

長 期 未 払 金 102

役員退職慰労引当金 6

退職給付に係る負債 276

負 債 合 計 7,238

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,394

資 本 金 1,326

資 本 剰 余 金 1,401

利 益 剰 余 金 2,763

自 己 株 式 △96

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額

172

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

37

為替換算調整勘定 136

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

△1

非 支 配 株 主 持 分 19

純 資 産 合 計 5,586

資 産 合 計 12,825 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,825

－ 22 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 15,998

売 上 原 価 9,653

売 上 総 利 益 6,345

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,085

営 業 利 益 1,259

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 0

そ の 他 3 8

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4

為 替 差 損 57

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 13

固 定 資 産 除 却 損 2

そ の 他 1 79

経 常 利 益 1,188

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 23

関 係 会 社 株 式 売 却 益 6

受 取 補 償 金 23 52

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 29

減 損 損 失 75

事 業 構 造 改 善 費 用 33 138

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,103

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 535

法 人 税 等 調 整 額 △95 440

当 期 純 利 益 662

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1

親会社株主に帰属する当期純利益 664

－ 23 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 8 年 １ 月 １ 日 残 高 1,326 1,252 2,240 △312 4,506

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △141 △141

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

664 664

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 148 215 364

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度中の変動額
( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

- 148 523 215 887

平成 2 8年 1 2月 3 1日残高 1,326 1,401 2,763 △96 5,394

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持
分

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 8 年 １ 月 １ 日 残 高 27 102 △8 121 22 4,650

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △141

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

664

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 364

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度中の変動額
( 純 額 )

10 34 6 51 △2 48

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

10 34 6 51 △2 936

平成 2 8年 1 2月 3 1日残高 37 136 △1 172 19 5,586

－ 24 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年12月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 渡 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

の れ ん

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

9,917

3,949

8

272

2,997

14

1,256

73

108

9

732

306

245

37

△96

2,443

665

326

5

188

139

5

428

192

56

164

14

1,348

229

369

0

880

31

475

173

△810

流 動 負 債 6,223

買 掛 金 1,368

短 期 借 入 金 112

リ ー ス 債 務 9

未 払 金 628

未 払 費 用 196

未 払 法 人 税 等 518

前 受 金 63

前 受 収 益 2,824

賞 与 引 当 金 449

そ の 他 52

固 定 負 債 635

長 期 借 入 金 266

リ ー ス 債 務 15

長 期 未 払 金 102

退 職 給 付 引 当 金 251

負 債 合 計 6,859

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,463

資 本 金 1,326

資 本 剰 余 金 1,401

資 本 準 備 金 1,247

その他資本剰余金 153

利 益 剰 余 金 2,832

利 益 準 備 金 95

その他利益剰余金 2,736

繰越利益剰余金 2,736

自 己 株 式 △96

評価・換算差額等 37

そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

37

純 資 産 合 計 5,501

資 産 合 計 12,360 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,360

－ 25 －
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損　益　計　算　書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 14,811

売 上 原 価 8,922

売 上 総 利 益 5,888

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,469

営 業 利 益 1,418

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6

受 取 配 当 金 47

そ の 他 1 55

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3

為 替 差 損 46

固 定 資 産 除 却 損 2

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 154 206

経 常 利 益 1,267

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 23

関 係 会 社 株 式 売 却 益 6

抱 合 せ 株 式 消 滅 益 193

受 取 補 償 金 23 246

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 29

減 損 損 失 75

子 会 社 株 式 評 価 損 74 179

税 引 前 当 期 純 利 益 1,334

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 550

法 人 税 等 調 整 額 △98 452

当 期 純 利 益 882

－ 26 －
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株主資本等変動計算書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

平成28年１月１日残高 1,326 1,247 4 1,252 95 1,995 2,091 △312 4,358

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △141 △141 △141

当 期 純 利 益 882 882 882

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 148 148 215 364

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額)

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 148 148 － 740 740 215 1,105

平成28年1 2月3 1日残高 1,326 1,247 153 1,401 95 2,736 2,832 △96 5,463

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

平成28年１月１日残高 27 27 4,385

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △141

当 期 純 利 益 882

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 364

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

10 10 10

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

10 10 1,115

平成28年1 2月3 1日残高 37 37 5,501

－ 27 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年２月20日

株式会社　ソリトンシステムズ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上 秀 之 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鳥 羽 正 浩 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ソリトンシステムズの

平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい

て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社ソリトンシステムズ及び連結子会社からなる企業集団の当

該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 28 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年２月20日

株式会社　ソリトンシステムズ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上 秀 之 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鳥 羽 正 浩 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソリトンシステ

ムズの平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの第３９期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 29 －

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第39期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から
監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

－ 30 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成29年２月21日

株式会社ソリトンシステムズ　監査役会

常 勤 監 査 役 近 藤 洋 子 

社 外 監 査 役 佐 藤 英 明 

社 外 監 査 役 佐 藤 泰 雄 

以　上

－ 31 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類
議案　取締役８名選任の件
取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては経営体制強化のため２名を増員し、取締役８名の選任をお願いするもので
あります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
かま

鎌
た

田
のぶ

信
お

夫

1967年３月　東京工業大学大学院応用物理博士課程

修了

1972年４月　東京工業大学応用物理、電磁物性研究

室研究員

1973年９月　インテルジャパン株式会社（現インテ

ル株式会社）入社

1979年３月　当社設立　代表取締役社長

（現在に至る）

1982年12月　九州工業大学　非常勤講師

（重要な兼職の状況）

有限会社 Zen-Noboks　取締役

索利通網絡系統（上海）有限公司　董事長

Soliton Systems Development Center Europe A/S

取締役

290,000株

２
ゆ

遊
 

　
さ

佐
 

　
 

　
 

　
よう

洋

1974年４月　日本電信電話公社

　　　　　　（現日本電信電話株式会社）入社

2005年６月　ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社

常務取締役

2006年６月　ＮＴＴコムテクノロジー株式会社　　

代表取締役社長

2011年６月　ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社

特別参与

2012年６月　ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社

常勤監査役

2013年６月　当社入社　執行役員副社長

2014年６月　当社取締役副社長　管理担当

　　　　　　（現在に至る）

4,000株

３
はし

橋
もと

本
かず

和
や

也

1985年４月　三菱電機セミコンダクタソフトウェア

株式会社入社

1989年４月　三菱電機株式会社

1993年８月　当社入社

2010年10月　当社ＩＴセキュリティ開発本部長

2011年５月　当社ＩＴセキュリティＢＵ長

2011年６月　当社執行役員ＩＴセキュリティＢＵ長

2015年４月　当社執行役員ＩＴセキュリティ事業部

長（現在に至る）

1,400株

－ 32 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

４
ひと

人
み

見
まさ

昌
とし

利

1981年４月　ソニー株式会社入社

2003年４月　同社マイクロシステムズネットワーク

カンパニー　生産企画部統括部長

2006年２月　Ｓ－ＬＣＤ株式会社　代表取締役CFO

2009年４月　ソニーエナジー・デバイス株式会社　

取締役企画管理部門長

2010年９月　Sony Electronics Inc. EVP&CFO

2015年２月　ソニー株式会社監査委員会補佐役

2016年７月　当社入社　管理部長（現在に至る）

－

５
か

加
とう

藤
みつ

光
はる

治

1969年７月　日本電装株式会社（現株式会社デンソ

ー）入社

1998年６月　株式会社デンソー　取締役

2006年６月　株式会社デンソー　専務取締役

2010年６月　株式会社デンソー　専務取締役退任

2014年６月　北川工業株式会社　社外取締役（現

任）

2015年６月　当社社外取締役（現在に至る）

6,900株

６
つち

土
や

屋
きよ

清
み

美

1982年４月　小西六写真工業（現コニカミノルタ株

式会社）入社

2000年８月　クォンツリサーチ株式会社　取締役

2006年６月　株式会社Ｓｏｕｎｄ－Ｆ設立　同社代

表取締役社長（現任）

2015年６月　当社社外取締役（現在に至る）

2016年９月　STOCK POINT株式会社　代表取締役社

長（現任）

1,000株

７
つる

鶴
ほ

保
せい

征
しろ

城

1966年４月　日本電信電話公社

　　　　　　（現日本電信電話株式会社）入社

1997年６月　ＮＴＴソフトウェア株式会社　代表取

締役社長

2006年３月　一般社団法人日本ビジネスプロセス・

マネジメント協会　副会長（現任）

2009年１月　独立行政法人情報処理推進機構　顧問

（現任）

学校法人・専門学校ＨＡＬ東京校長（現

任）

2015年11月　一般社団法人組み込みイノベーション

協議会　理事長（現任）

2016年３月　当社社外取締役（現在に至る）

－

－ 33 －

取締役選任議案



2017/02/23 10:44:17 / 16250788_株式会社ソリトンシステムズ_招集通知

候補者
番 号

氏 名
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

８
なか

中
むら

村 　
おさむ

修

1997年４月　慶應義塾大学環境情報学部　専任講師

2000年４月　同大学環境情報学部　助教授

2006年４月　同大学環境情報学部　教授（現任）

2010年６月　株式会社ナノオプト・メディア　社外

取締役（現任）

2011年６月　株式会社インターネット総合研究所　

社外取締役（現任）

2015年12月　当社仮監査役

2016年３月　当社社外取締役（現在に至る）

－

（注）１．橋本和也氏、人見昌利氏は新任の取締役候補者であります。

２．加藤光治氏、土屋清美氏、鶴保征城氏、中村修氏は社外取締役候補者であります。

３．当社は取締役候補者土屋清美氏が代表取締役社長を務めるSTOCK POINT株式会社へ出

資いたしております。そのほか、各候補者と当社との間には特別の利害関係はありま

せん。

４．加藤光治氏を社外取締役候補者とし、社外取締役としての職務を適切に遂行できるも

のと判断した理由は、会社役員を経験され、企業の経営戦略に精通しており、その経

営経験を含めた豊富な経験と高い見識をもって、当社の事業運営についての指導、提

言を期待しているためです。土屋清美氏を社外取締役候補者とし、社外取締役として

の職務を適切に遂行できるものと判断した理由は、会社役員を経験され、企業の経営

戦略に精通しており、その経営経験を含めた豊富な経験と高い見識をもって、当社の

事業運営についての指導、提言を期待しているためです。鶴保征城氏を社外取締役候

補者とし、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断した理由は、会社

役員を経験され、当業界にも精通しており、その経営経験を含めた豊富な経験と高い

見識をもって、当社の事業運営についての指導、提言を期待しているためです。中村

修氏を社外取締役候補者とし、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判

断した理由は、同氏は、会社経営に関与したことはありませんが、当業界にも精通し

ており、その豊富な経験と高い見識をもって、当社の事業運営についての指導、提言

を期待しているためです。

５．当社は加藤光治氏、土屋清美氏、鶴保征城氏、中村修氏との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第425条第１項に定める 低責任限度額を限度として同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、加藤光治氏、土屋清美氏、

鶴保征城氏、中村修氏の再任が承認された場合は、各氏との間で当該契約を継続する

予定であります。

６．加藤光治氏、鶴保征城氏、中村修氏は東京証券取引所の定める独立性の要件を満たし

ており、独立役員として同取引所に届け出いたしております。

７．加藤光治氏、土屋清美氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし

ての在任期間は、本総会終結の時をもって、それぞれ１年９ヶ月となります。また、

鶴保征城氏、中村修氏は、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、

それぞれ１年となります。

以上

－ 34 －

取締役選任議案
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都新宿区新宿四丁目１番６号
ＪＲ新宿ミライナタワー１１階
ソリトンシステムズ　ミライナタワーオフィス内ホール
TEL 03－5657－4050
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【改札からエントランスへのアクセス】【改札からエントランスへのアクセス】
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甲州街道改札

ＪＲ新宿駅ミライナタワー改札 ミライナタワー２階オフィスエントランスより

５階ロビーへお越しいただき、エレベーターにて11階へお上がりください。

ミライナタワー オフィスエントランスへのアクセスは以下の通りとなります。
○ＪＲ線「新宿駅」

ミライナタワー改札　　　徒歩０分

甲州街道改札、新南改札　徒歩１分

○都営新宿線、都営大江戸線、京王新線「新宿駅」

甲州街道を新宿御苑方面へお越しください　徒歩５分

○東京メトロ副都心線「新宿三丁目駅」

ＪＲ新宿駅方面へお越しください　　　　　徒歩３分

（注）駐車場はございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお
願い申しあげます。

地図




